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1、本論文の目的と構成 
 本研究の目的は、幕末・明治期における日本領事官制度の形成過程における在外日本人保護に関
する制度化を解明し、在外日本人が明治以降、新たな国際環境に適応していくための国家の保障過
程を明らかにすることにある。 
 日本人が海外で困窮者となり、あるいは不当な待遇を受けることにより、国家の威信が損なわれ、
近代国家として欧米諸国から受け入れられないという危惧があったため、明治政府は在外日本人の
保護対策に逸早く取り組んでいる。そこで、日本が条約改正（国権回復）を達成し、日清戦争に突
入していく 1894年までを近代国家形成期とし、当該期明治政府が行った在外日本人保護政策および
その特徴について明らかにする。 
 一般的に、当該期日本の近代化の過程は、主権国家あるいは国民国家の形成、確立といった観点
から説明されることが多いが、その問題関心は自国領域内の事象、あるいは対外的自立を脅かす条
約改正問題、領土・国境問題、軍事問題などに集中している。したがって、明治政府による在外日
本人保護制度の形成過程については、ほとんど議論の対象とされてこなかった。しかし、明治国家
にとって、在外日本人の保護は、近代国家としての威信にかかわる問題と認識されていたことに着
目し、以下の二つの課題を設定する。 
 ⑴ 自国民保護および通商の促進を主務とする領事官制度に注目する。従来の日本領事官研究で
は、明治政府が「領事報告」（領事官による任地の通商・貿易情報をはじめ、政治・経済・
軍事・社会等の情勢報告）の制度の確立に力を注いだことが研究対象として重視され、領事
官による在外日本人の保護の実態は、軽視されてきた。そこで、明治政府の在外日本人保護
に関する取り組みと、領事官制度の中に自国民の保護をどのように制度化していこうとした
のかを検討し、在外日本人の保護制度の形成過程を明らかにする。 
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 ⑵ 幕末から明治初年にかけて日本が欧米諸国と結んだ通商条約（不平等条約）は、在外日本人
の権利が保障されていない片務的なものであったことに着目する。通商条約では通常、相手
国に渡航・居住する自国民の生命財産の保護、旅行、商業などに関する基本的な権利が双務
的に規定される。そこで、不平等条約下の在外日本人の権利保護という観点から、明治政府
が行った条約改正交渉を再検討する。 
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2、論文の要旨 
 「第一章 江戸幕府と名誉領事官」では、江戸幕府による領事官任命について検討している。1859
年の開港以降、日本に領事官を置いた国の多くは商人領事（領事任務を委託された在日商人）を任
用したが、武士身分による官職の専有を原則とする幕府は、当初、商人を官吏として待遇すること
に否定的な態度をみせた。しかし、開港後の政情不安により国内主権者としての地位が揺らいでい
た幕府は、権力基盤を強化すべく、1864年末頃よりフランスとの関係を深めていった。その中で幕
府は、駐日フランス公使ロッシュの勧めに従い 1866年、パリ在住の銀行家フリュリ・エラールを総
領事に任命し、製鉄器械や武器購入の事務処理を委託した。さらに、幕府は、1866年の日本人海外
渡航の解禁および 1867年の太平洋横断航路開通に伴い、アメリカに渡る日本人の保護を国家の体面
に関わる重要な問題と考えた。そこで、サンフランシスコ在住の親日商人ブルークスを領事に任命
し、日本人保護を委託したが、その直後に幕府は崩壊に至った。 
 本章では、江戸幕府による領事官の任命が、政変後の明治政府による領事官制度形成の前提とし
て重要な意義を持ったことを検証した。そのうえで、自国の身分制度との矛盾から商人を官吏とし
て待遇することに反発した幕府が、政権の危機に陥ったことにより、国益のために自らも商人を領
事官に登用していく過程を明らかにした。 
 「第二章 明治政府と領事官網の展開」では、1894年の日清戦争までに明治政府が展開した領事
官網の地域別特徴について明らかにした。明治政府は、成立からわずか 4年の 1871年、外務省の官
制上に領事官の官職を設け、1894 年までに北米、ヨーロッパ、清国、朝鮮、ハワイ、極東ロシア、
オーストラリア、東南アジアおよび南方に領事官網を展開した。その内、日本人が少なく、通商情
報の獲得が主な目的であったヨーロッパには名誉領事官が配置された。一方、北米、清国、朝鮮、
極東ロシア、そして官約移民開始後（1885年～）のハワイには、留学生、商人、出稼ぎ労働者、娼
妓など様々な職業の日本人が数多く渡航し居住した。明治政府はこれら自国民の保護や監督のため、
上記の地域には原則として日本人の領事官を派遣した。ただし、オーストラリアでは、日本人労働
者が増加し続けていたにもかかわらず、予算の問題のため、名誉領事官に自国民保護を委ね続けた。
また、東南アジアおよび南方への領事官派遣は、1880年代末以降の外務省による輸出品の販路拡大
構想に基づいたものであった。 
 通商の促進と自国民保護を主務とする領事官網の積極的展開は、明治政府による近代国家の形成
を検討するうえで重要な意義を持ったことを論証した。 
 「第三章 明治政府と在外窮民救助制度」では、明治政府が在外窮民（失業、病気、その他の理
由により海外で困窮した日本人）に対する救助制度を形成する過程を論じている。 
 明治政府は 1875年、領事官が帰国費用を窮民に貸与し、帰国後 20日以内に返済させるという救
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助方法を定めた。しかし、時期が下るにつれて、徴兵忌避者や遊手無産の者など、明治政府にとっ
て好ましくない窮民が増加した。さらに、貸与金額の増大も次第に問題視されるようになった。そ
こで、外務省は 1883 年より救助制度の改正に着手し、1888 年、ドイツの領事官訓令を参考にして
新たな救助制度を確立した。新制度の骨子は、可能であれば現地官憲、慈善団体に窮民救助を委ね
ること、救助対象者から軍隊からの逃亡者、軍艦や商船からの脱走者、徴兵忌避者等を領事官によ
る救助の対象外とすることであった。これにより外務省は財政負担の軽減を図ると同時に、国民の
義務を果たさない者、国家にとって不名誉と見なされた者を棄民することを定めた。 
 在外窮民救助制度の形成過程は、明治政府による自国民保護を検討するうえで重要な意義を持つ
ことを論証した。 
 「第四章 名誉領事官と領事裁判権」では、清国における日本の任用した商人領事について論じ
ている。領事裁判権を持った諸外国の中には、商人領事（領事任務を委託された在日商人）を任用
する国が少なくなかったが、明治政府も、1871 年締結の日清修好条規により領事裁判権を獲得し、
清国の牛荘・芝罘・厦門において、現地商人を名誉領事官に任命した。しかし、これら商人が領事
裁判権を行使した場合、原告あるいは被告となる内外日本人に不利益が生じる恐れがあった。そう
した問題について、明治政府がいかに対応したかを分析している。 
 明治政府は 1868年の成立直後から、商人領事の不適切な裁判により原告側日本人の利益が損なわ
れることを危惧した。しかし、商人領事による裁判権行使を全面的に禁止することはできず、明治
政府は 1882年の条約改正予備会議や 1892年のポルトガル領事裁判権廃棄事件を通じて、商人領事
の裁判は日本側および外国側双方に弊害をもたらすと訴え続けた。一方、自国民の利益保護の観点
から商人領事による裁判に反発する明治政府は、清国駐在の自国名誉領事官には裁判権を付与せず、
その管轄区域で事件が発生した場合、最寄りの本務領事官に対応させた。 
 明治政府は、商人領事による領事裁判が、内外自国民の利益に反すると認識し、自国民の保護を
本務領事に担わせたことの意義を検証した。 
 「第五章 通商条約と在外日本人の権利」では、幕末に日本が西洋諸国と結んだ通商条約が、日
本人の海外渡航や居住を想定しておらず、原則として日本における外国人および外国貿易に関する
規定のみを記した片務的な内容であったことを論じ、明治政府が通商条約の双務化を試みていく過
程を追究している。1869年、明治政府は領事裁判制度の改正、低関税の是正、そして在外日本人の
存在を前提とした条文の双務化を課題に挙げて条約改正準備に着手した。その後、明治政府は次第
に領事裁判権および協定関税の撤廃に主眼を置くようになっていくが、在外日本人の権利に関する
条項記載も課題の一つとして認識し続けた。そして明治政府は、最恵国条項が部分的に双務化され
た 1871 年締結のハワイとの通商条約や、1872 年の岩倉使節団による対米条約改正交渉の経験を通
じて、外国側権利に変更がない限り条文の双務化は国際的に承認されていることを理解した。そこ
で 1873年、ペルーとの条約交渉に臨んだ外務卿副島種臣は条文の双務化を要求し、条約上に在ペル
ー日本人の権利および双務的最恵国待遇を明記することに成功した。 
 明治政府は、通商条約の双務化に近代国家の威信をかけて取り組み、在外日本人の権利保護に対
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する意識がきわめて高かったことを論証した。 
 「終章」では、1894年日清戦争以前の近代国家形成期における明治政府の在外自国民保護につい
て、領事官制度の形成および通商条約の双務化の過程のなかに位置づけて検討を加え、当該期にお
ける在外日本人保護の性質、特徴について考察している。また、在外日本人の経済活動と国家の保
護・援助の関係を論じ、明治政府の国益増進のための自国民保護政策の意義を考察し、さらに欧米
とは異なる朝鮮・清国・東南アジアなど、東アジア地域の保護政策の特色をも明確にした。 
 
3、本論文の課題 
 ⑴ 在外日本人の保護について「領事官網」を通じて行ったとするが、「領事官網」を在外領事
官の相互のネットワークとすることについては問題があり、その実態が必ずしも具体的に論
じられていない。明治の早い段階から多数の在外公館が設置されたとはいえ、領事官どうし
の連絡は必ずしも緻密と言えないのではないかとの疑問がある。むしろ東京の外務本省が中
心となっている、いわば放射線状のネットワークと言えないか。いつの時期から在外公館ど
うしの連絡網が確立されたのか、検討を要する。 
 ⑵ 研究対象を 1894年の日清戦争まで、つまり治外法権の撤廃の時期としていることの問題。近
代国家の自立達成という時期区分を日清戦争の時期に設定することは通説的であるが、在外
日本人の「保護制度」という問題視角からすれば、さらに通商条約改正後の制度も視野に入
れた検証が今後必要であろう。 
 ⑶ 明治政府が領事官制度を確立していく中で、在外窮民救助から、在留邦人の生命財産の保護
へと制度化を高めていくことになる要因について、欧米在留邦人と東アジア、とくに清国在
留邦人への対処の差異についても今後の課題とすべきであろう。 
 
4、本論文の評価 
 ⑴ 幕府の領事官任命については、今井庄次『お雇い外国人―外交―』などの概説があるばかり
で、これまで必ずしも十分に研究されてこなかった。幕府は親仏政策という特殊な状況下で
はあったが、フランス人フリュリ・エラールの任用を通じて領事官による通商の促進を経験
した。また、アメリカ人ブルークスの任命については幕府崩壊の直前であったが、幕府は国
家の威信という観点から領事官による自国民保護を試みるに至っていたことを確認した。こ
れら幕末の経験を引き継いだことにより、明治政府は成立直後から領事官制度のなかに通商
促進と自国民の保護対策を取り入れたことの重要な指摘をしている。 
 ⑵ 従来の日本領事官研究は、角山榮編『日本領事報告の研究』に代表されるように、「領事報
告」制度に主眼を置き、領事官の海外通商情報の提供者としての側面のみを強調されてきた。
そこで各領事館の設置理由および領事官人事について検討し、日本人が多く渡航し居住する
地域には本務領事官を派遣して自国民の保護や監督にあたらせたこと、東南アジアおよび南
方への領事官派遣の背景には、外務省の貿易販路拡大構想があったことを明らかにした。そ
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して、明治政府が展開した領事官網は海外貿易情報の獲得のみならず、在外自国民保護およ
び通商拡大政策の具体的手段となっていたことを論証できた成果も評価できる。 
 ⑶ 在外日本人の窮民救助対策に関する研究は、出稼ぎ労働者や旅券制度に関連して論じられて
いるにとどまり、明治政府による「救助制度」という視点では、これまで議論されることが
なかった。明治政府が国家の体面を守るべく、絶えず在外窮民に注意を払い、1888年にドイ
ツの領事官訓令をモデルとした救助制度を制定するに至った経緯を明らかにしたことは高く
評価できる。領事官による窮民救助に消極的な国も多かった当時において、明治政府は比較
的強い自国民保護意識を持っていたという実体を明らかにしたことの功績は大なるものがあ
る。 
 ⑷ 明治期日本における各国の領事裁判および清国における日本の領事裁判に関する従来の研究
では、商人領事による裁判について、必ずしも十分に検討されてこなかった。自国民の利益
保護の観点から明治政府が商人領事の裁判権行使を否定し続けたが、日本国内において諸外
国の商人領事を排除することができなかった。しかし、明治政府は、日本が領事裁判権を有
する清国では商人領事による裁判を防止したこと、商人領事による不適切な裁判は内外日本
人の利益のみならず、国家の威信に関わる問題と認識していたことを明らかにしたことは、
新事実の発掘といえよう。 
 ⑸ 条約改正史に関する先行研究では、下村冨士男『明治初年条約改正史の研究』や石井孝『明
治初期の国際関係』に代表されるように、領事裁判権、関税自主権、片務的最恵国待遇問題
等に主眼を置き、通商条約における在外日本人の権利については必ずしも十分に検討されて
こなかった。そうしたなかで、本論は明治政府が成立直後から通商条約の双務化を目指し、
ペルー条約において在外日本人の権利記載に成功したことを明らかにしたことは、高く評価
される。明治政府が条文双務化を目指した意図は、在外自国民保護の強い姿勢を示すことに
より近代国家としての国際的評価を高めることにあった、とする見解についても注目に値す
る。 
 
5、結論 
 以上を総合的に考え合わせた結果、本審査委員会は、本論文を博士（史学）の学位を授与するに
値するものと認定する。 
